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Abstract： 
 In this paper, the authors exhibit some unique findings from data obtained through a 
map pointing questionnaire survey method.  We asked local residents to show their 
desirable urban facilities and desired locations, which are pointed by circles marked on 
the map. By analyzing sizes and shape of circles, we find that there exist effects of some 
respondents’ personal attributes, such as sex, age, occupation and whether they own 
and drive cars or not, on the size and shape of circles.  We also discuss the possibility of 
map pointing questionnaire survey method and technological development in 
geographic information systems. 
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1. はじめに 

地図を利用した都市や地域に関する調査法は、大

きく 2つに分類できる。第１のものは、スケッチマ
ップ法と呼ばれる調査対象者が白紙に地図を記入

する方法であり、リンチ（1968）などのように人々
の空間認識を研究対象とする分野で多用されてい

る手法である。第 2のものは、地図指摘法と呼ばれ
る方法であり、あらかじめ回答記入用の地図を用意

し、調査対象者に地図上に直接何らかの記号を記入

してもらう方法である。この地図指摘法により、網

藤他（1998）は、緑地として認識されている領域を
特定し、武藤他(2005)は、都市の住みやすさに何ら
かの影響を与えていると調査対象者が考える既存

の都市要素を特定し、川向・有馬（2006）および川
向･有馬（2007）は、兵庫県たつの市における総合 
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計画策定のための住民意識調査において、新設を希

望する公共施設とその新設希望位置を特定してい

る。これらの地図指摘法を用いた研究では、いずれ

も地図上に回答者が記入した記号を、都市や地域内

の位置や空間領域の特定、都市要素の特定、施設希

望位置の特定のためだけに用いており、記号のサイ

ズや形状といった記号そのものの特性に関する分

析は行われていない。 
ところで、回答者の個人属性や分析対象となる空

間要素の性質は、地図指摘法で記入される記号その

ものに当然影響するはずである。例えば、日常的に

利用している交通手段などによって変化する行動

能力、それによって規定される行動範囲や行動可能

な時間帯は記号の記入に影響する。また、地図上の

記号記入に際し、小さな記号で具体的な地点を正確

に表現したい回答者もあれば、大きな記号で大まか

な領域を表現したい回答者もあろう。このような個

人属性などの記入記号への影響を確認することは

地図指摘法とそこで得られたデータを分析する空

間情報科学にとって、重要な研究課題の一つである。 
そこで、本稿では、地図指摘法による調査におい



て回答者が記入した記号のサイズの測定値と目視

で判定した形状に関するデータを用い、地図指摘法

において記入される記号のサイズと記号形状に関

する分析結果を報告する。 
これまでの国内での地図指摘法での調査に関す

る先行研究は、著者らが知る限り多くない。この背

景には、分析用デジタルデータベース構築作業の困

難さが挙げられる。網藤他（1998）や武藤他(2005)
では CADシステム等で膨大な労力をかけて記入さ
れた記号のデジタルデータ化を行っているし、本稿

で用いたデータも、調査票に記載された記号のサイ

ズを一つ一つ手作業で測定したものである。仮に、

空間的デジタルデータ構築の自動化手法等の実用

化が現実のものとなり、地図指摘法における記号デ

ータの取得作業の困難さという障壁が取り除かれ

れば、地図指摘法による様々な社会科学的な空間的

データベースの充実とそのデータベースを用いた

新たな空間情報科学への道が開かれよう。このよう

な空間情報科学の発展の方向性についても触れる。 
 
２. 分析に用いたデータ 
本稿での分析にあたって利用したデータは、たつ

の市と筆者らが共同研究として行った住民意識調

査の結果の一部である。たつの市は兵庫県南西部の

旧龍野市、旧新宮町、旧揖保川町、旧御津町の１市

3町の合併により2005年10月に発足した東西15.7 
 

 

km、南北 29.8km、面積 210.93㎢の海岸部から中
山間地域までを含む、ほぼ矩形状の領域に人口

81,561人、25,559世帯（2005年 10月国勢調査）
を擁する地方自治体である。 
たつの市の発足にあたり、新しい都市計画立案の

基礎資料とするため、たつの市と筆者らは共同研究

として住民意識調査を行った。この調査は、たつの

市の全世帯を対象に、調査票を自治会経由で配布し、

世帯員で相談して世帯の代表者が調査票に記入後、

厳封した上で自治会を経由して回収する託送調査

法により実施され、調査期間は、たつの市発足から

約 4 ヶ月を経た 2006 年 1 月から 2 月、配布数は
25,525 票、回収数は 20,800 票、有効回答票数は
20,314 票、有効回答率は 79.58％であった。表 1
には調査直後の 2006年 3月末時点の住民基本台帳
に基づく 10 歳以上の総人口に対する各属性別人口
構成比率と、各属性別の回答者の構成比率を示して

いる。 
表 1を見るかぎり、20歳代以下と 80歳代以上で

の回答率が低く、40 歳代、50 歳代、60 歳代、70
歳代で回答率が高いが、これは世帯の代表者に回答

を依頼したことを反映した結果と考えられ、調査対

象となった 18 歳以上のたつの市民という母集団に
対する一定の代表性を具備していると考えてよい

であろう。なお、表 1で留意すべき点は、回答者全
体に対する自動車の保有世帯と運転者であるとす

る回答者の比率の高さである。これは、調査対象地

域における鉄道や路線バスの路線網とその運行頻

度が疎であるため、住民が自動車交通に依存してい

る現状を反映したものである。 
我々はこの住民意識調査の一部として、新設を希

望する公共施設の種類を自由回答方式により問う

と同時に、約 107,000分の 1の縮尺のほぼ B5サイ
ズで印刷した、たつの市域とその周辺領域に関する

地図に、新設を希望する公共施設の建設希望位置に

○記号を一つだけ記入してもらう方法での地図指

摘法による調査を行った。 
新設を希望する施設として、自由回答には様々な

種類の都市施設が記入されていたが、それを小分類

で 70 分類した上で、最終的に次ページの表２に示
すように大分類で９分類に分類した。なお、回答の

中には、「わからない」、「不要である」とする回答

もあったが、これらは分析対象から除外した。調査

票では地図上に○記号を一つだけ記入するよう指

示しているが、複数の記号を記入している回答や地

図記号を記入用選択肢と誤認したと考えられる回



答を除いた 5,509サンプルを記号記入回答とし、本
稿の分析対象として用いている。以下では、この分

析対象となった回答者を記号記入者と呼ぶ。属性別

の回答者に対する記号記入者の比率を記号記入率

と定義し、表 1 に示しているが、男性、10 歳代、
20歳代、30歳代、学生の回答者の記号記入率は高
く、80 歳以上と単身（１人）世帯、自家用車のな
い世帯、自動車を運転しない回答者の記号記入率は

低い。 
 
３. 回答記号の形状とサイズ 
表 2は、新設を希望する公共施設の大分類の回答
者群ごとに、当該施設分類の施設名記入者総数と記

号記入者の当該施設分類の施設名記入者総数に対

する比率(記号記入率)を示している。表 2より、交
通関連施設の新設を希望する回答者群での記号記

入率は低い。この背景には、道路や鉄道などの交通

関連施設の新設を希望する回答者にとっては、地域

内のどの位置にその施設を設置すべきかを地図上

の記号で特定することが困難であるという要因が

考えられる。逆に、公益関連施設、病院や医院など

の新設を希望する回答者群での記号記入率は高い。

斎場などの公益施設や病院･医院の新設を希望する

記号記入者は、それらの施設の設置を希望する位置

を明確に示すことが比較的容易であるためか、これ

らの施設の新設を希望する回答者の記号記入率は

高くなっている。なお、新設を希望する施設の大分

類にかかわらず、「自由回答欄のみを回答した回答

と記号記入者となった回答の出現確率に差がない」

という帰無仮説に関するχ2 検定を行ったが、この

帰無仮説は 1%有意で棄却された。つまり、新規に
建設を希望する公共施設の分類ごとに記号記入率

に有意な差があることを意味する。この結果は、先

にも述べた、新設を希望する公共施設の種別によっ

て、回答者の記号の記入に関する容易さが異なるこ

とを推測させるものである。 
表 3は、新設希望公共施設の大分類ごとの記号形

状別の比率を示す。新設を希望する公共施設の位置

を地図上に○記号で示すよう調査票で指示したた

め、楕円記号または円記号の記入例が多いが、その

他の図形としては、楕円や円の一部がえぐられたよ

うな形状のいびつな円や楕円、多角形等がみられた。 
新設希望の公共施設として、病院・医院、図書館

や公民館などを含む公共施設、学校など教育関連施

設を希望する記号記入者における円記号の記入者

の占める比率は、他に比べて高いことが表 3から分
かる。地図上で、ポリゴンによる表現がなされるこ

とが少ないこれら施設では、円により位置が表現さ

れる可能性が高いことを示している。なお、回答者

の新設希望施設の大分類にかかわらず、「円、楕円、

その他の形状の出現確率は等しい」という帰無仮説

はχ2検定により 1%有意で棄却された。この検定結
果からは、新設を希望する施設の種類が異なる回答

者間で、その施設を表現する際の記号として円が用

いられやすいのか、あるいは、楕円が用いられやす

いのかに違いがあることが推測される。 
なお、以下の分析では記入された記号の大半を占

める円または楕円とみなされる形状の5,335サンプ
ルのみに絞りこんだ上で分析を行った。 
この 5,335の円記号と楕円記号に対して、円記号
に関しては直径を、楕円記号に対しては長径及び短

径を mm 単位で測定した結果の分位点及び平均値

を表 4に示す。ほぼ B5サイズに東西約 19km、南
北 30kmの領域を示した地図上で、7mm(実距離で
約 750m)以下の記号を記入した地図記入者が半数
以上を占め、円の直径が 12mm 以下、楕円の場合

で長径 18mm以下の記号が全体の 90％を占めてい
る。回答を求める際に記号のサイズに制限を設けな

かったが、極端に大きな記号を記入した例は多くな

い。このことは、一般の市民を対象とする地図指摘

法で、調査内容によっては、特段の指示を設けなく

ても、常識的な回答をすることを示しており、地図

指摘法による調査で、一定の詳細さをもつデータが

取得できる可能性が示された。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



４. 属性データによる記入特性の分析結果 
まず、個別属性ごとの記入された記号の面積の平

均値に関する検定結果を次ページの表 5 から表 15
により示す１)。 
これらの表から、 
① 福祉関連施設を希望した記号記入者の記号面
積の平均値は、1％有意水準で交通関連施設と
公益関連施設の 2分類を除く他の 6分類の施設
を希望した記号記入者の記号面積の平均値よ

り、有意に大きい(表 5･表 6)。 
② 楕円の記号記入者の記号面積の平均値は、1％
有意水準で円記入者のそれより有意に大きい

(表 7)。 
③ 女性の記号記入者の記号面積の平均値は、1％
有意水準で男性の記号記入者のそれより有意

に大きい(表 8)。 
④ 自家用車を保有する世帯の記号記入者の記号
面積の平均値は、1％有意水準で自家用車を保
有しない世帯の記号記入者のそれより、有意に

大きい(表 9)。 
⑤ 自動車を日常的に運転する記号記入者の記号
面積の平均値は、1％有意水準で非運転者のそ
れより、有意に大きい(表 10)。 

⑥ 30 歳代、30 歳未満の記号記入者の記号面積の
平均値は、1％有意水準で 40歳以上の各世代の
記号記入者のそれより有意に大きい(表 11･表
12)。 

⑦ 5 人世帯の記号記入者の記号面積の平均値は、
1％有意水準で他の構成員数からなる世帯の記
号記入者のそれより、有意に大きい(表 14･表
15)。 
以上のように、記入記号の円・楕円の別、性別、

自家用車の有無により、記入される記号サイズの平

均値が異なり、希望する施設間、世代間、世帯の構

成員の数などの水準間で比較した場合、一部の水準

間で記入される記号サイズの平均値に有意な差が

あることが明らかになった。この結果の背景には、

調査対象地域における交通手段としての自家用車

への強い依存構造、各個人の交通手段の利用可能性

などを反映した移動能力と移動に関する自由度、各

個人の各施設への評価等が影響した結果であろう。 
そこで、記号サイズの規定要因を探るため、記入

された記号の面積を被説明変数、個人の属性を示す

ダミー変数群を説明変数とする重回帰分析を行っ

た。具体的な説明変数は、回答者の性別、年齢層、

職業分類、世帯の人数、世帯での自家用車の有無、

自動車を運転するか否かについての各個人の属性

に対応するダミー変数、及び記入記号の円・楕円記

号の別に関するダミー変数(楕円の場合１、円の場
合０)を用い、全記入記号をプールしたデータセッ
トと新設希望施設種別ごとに分割したデータセッ

トを用いた重回帰分析を行った。 
なお、分析に用いた個人属性に関するダミー変数

値の作成上の基準は、性別では女性、年齢層では

20 歳代以下、職業分類では無職及びその他、世帯
人員では一人世帯、自家用車の有無では、自家用車

を保有しない世帯、自動車を日常的に運転するかど

うかでは、自動車を日常的に運転しない記号記入者

群である。分析結果を、表 16に示す。 
この結果から、推定された係数に関しては、 
① 全記入記号をプールした分析結果に関しては、

有意水準 1％で切片と楕円がプラス、有意水準
10％でパート・アルバイトがプラス、有意水準
1％で 50歳代、60歳代、70歳代以上がマイナ
ス、有意水準 5％で男性、2人世帯、3人世帯、
4 人世帯、6 人以上の世帯がマイナスで有意で
ある。 

② 病院･医院の新設を希望する記号記入者では、

有意水準 1％で楕円がプラス、有意水準 5%で
50歳代がマイナス、有意水準 10％で 40歳代、
60歳代、70歳代以上がマイナスで有意である。 

③ スポーツ関連施設の新設を希望する記号記入

者では、有意水準 1％で 30歳代がプラス、有意
水準 5％で楕円がプラス、有意水準 5％で男性
がマイナスで有意である。 

④ 公共施設の新設を希望する記号記入者では、有

意水準 5％で楕円のみがプラスで有意である。 
⑤ 商業観光関連施設の新設を希望する記号記入

者では、有意水準 5％で楕円のみがプラスで有
意である。 

⑥ 福祉関連施設の新設を希望する記号記入者で

は、有意水準 1％で切片がプラス、有意水準 5％
でパート・アルバイトがプラス、有意水準 1％
で 50 歳代、60 歳代、70 歳代以上、2 人世帯、
3人世帯、4人世帯、5人世帯、６人以上の世帯
のいずれもがマイナスで有意である。 

という特徴がみられた。このことは、新設を希望す

る公共施設の種別ごとに、回答者の個人属性によっ

て記入サイズにも差が生じることが示唆される結

果となっている。これらの個人属性の違いは、移動

の自由度や、年齢や性別によって異なる施設そのも

のの必要性の認識など、施設の評価などに影響を与



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



えると考えられ、それが地図上に記載された記号の

サイズに反映されていると考えられる。 
なお、説明変数間の多重共線性については、これ

らの変数間での最も高い相関係数値が、自動車を運

転する回答者に関するダミー変数と自家用車を保

有する世帯の回答者に関するダミー変数間の相関

係数値の 0.55 であり、多重共線性の問題はないも
のと考えてよい。 

 
5． 結論 
本稿では、異なる属性の回答者群の間、新設を希

望する施設の回答者群で地図指摘法における記入

記号の面積の平均値が異なること、また、新設を希

望する施設ごとに、移動の自由度や、施設そのもの

に対する評価などに影響を与えると考えられる個

人属性により、記入される記号サイズへの影響の違

いが存在することが示された。 
地図指摘法を用いた研究事例が少ないこともあ

ろうが、地図指摘法において記入される記号の形状

やサイズに着目した研究は、わが国においては本稿

が嚆矢となると思われる。 
但し、本稿で触れた分析結果は、特定の地域にお

ける一調査事例を用いた結果に過ぎず、一般的に同

様の結果が得られるとはいえない。従って、地図指

摘法における記入記号の記入のサイズや記号形状

に地域差があるのか、地図指摘法で用いる地図が表

示する領域の規模によって違いがあるのかどうか

といった観点からの研究も必要であろう。より具体

的には、鉄道等の公共交通機関が密に存在すると同

時に、その交通機関が高い運行頻度で運用されてい

る交通の利便性の良い都市中心部を対象とした場

合においても、公共交通機関の利便性の低い調査対

象地域から得られたデータに基づく本稿の分析結

果と同様の結果が得られるのか、あるいは、徒歩生

活圏レベルのような、より狭い領域を調査対象とし

た場合でも、広大な領域の地図を用いたデータに基

づく本稿と同等の結果が得られるのか、に関する検

証など、様々な研究の展開に関しての方向性が存在

する。 
地図指摘法の記号データは、非常に興味深いデー

タであるが、この取得には膨大な作業を要する。こ

の膨大な作業量が地図指摘法の適用を考える際の

最大の障壁となっている。様々な画像処理技術と空

間的データ処理技術が進歩してきた現在、これら両

者の技術の融合がさらに進展することで、地図指摘

法による空間的データ構築を一定の精度を持ちつ

つ自動化する技術や、記入された記号データの自動

判別の技術等が確立されれば、地図指摘法の実施に

まつわる障壁を取り除く技術的ブレークスルーと

なる。これらの技術の確立と普及に伴う地図指摘法

の適用事例とそれにより得られる人々の空間認識

を反映した空間的データベースの拡充は、地域に関

するより広範な知識の蓄積につながり、それがさら

に、空間情報科学の様々な分野での応用範囲の拡大

のみならず、地域における様々な分野での計画能力

の向上の原動力となることが期待されよう。 
その意味で、画像処理技術を活用した空間的デジ

タルデータ構築の自動化や高度化手法の開発は、今

後の空間情報技術開発におけるきわめて重要な発

展の方向性の一つであると考える。 
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注 
１）2水準間の比較の場合、全ての場合において、等分散性に関す
る帰無仮説が 1%水準で棄却された。表中には、等分散を仮定
しない場合の t値のみを示す。また、3以上の水準がある場合
には、Student のｔ検定により水準のペアごとに平均値の差
の検定を行った。ｔ値の大きいペアから順にを表示しており、

有意確率が 10%以下の水準間の比較結果については、冗長さ
を避けるために表示していない。 
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